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○自己点検・評価の考え方

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に伴い、平成２０年度から教育委員会の権限に属する事務の全てにおいて、その管理・執行状況について点
検及び評価を行うこととなった。
西都市教育委員会としては、これまでも本市の教育の発展のために様々な事業に着手し、その効果等を踏まえて改革に取り組んできたところである。
教育政策効果を把握し、必要性、効率性等の観点から自ら評価を行い、その結果を公表することは施策を的確に遂行するとともに住民に対する説明責任を果

たす上で重要であることから、法の趣旨にのっとり具体的な内容の評価・点検を行うこととした。

○点検・評価について

「教育委員会の活動」「教育委員会が管理・執行する事務」「教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務」の３つの項目に大分類した。

○評価委員会について

「教育に関する事務の点検・評価委員会設置要綱」に基づき、委員３名を委嘱し、上記の点検・評価の結果について意見等を求め、その客観性及び透明性を
確保する。

○公表について

「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等報告書」を議会へ提出するとともに、市のホームページで公表する。

項 目 点検・評価方法

大項目１
教育委員会の活動

教育委員会の会議の運営改善、保護者や地域住民への情報発信などを中項目とし、それぞれに小項目を設定
して点検・評価を行う。

大項目２
教育委員会が管理・執行する事務

西都市教育長に対する事務委任規則第２条の規定に基づき中項目を設定して点検・評価を行う。

大項目３
教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務

事務事業の目的・内容に対する点検、評価を行い、その達成度を５段階評価とする。
評価５ 達成度概ね１００％
評価４ 達成度概ね ８０％
評価３ 達成度概ね ６０％
評価２ 達成度概ね ４０％
評価１ 達成度２０％未満
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西都市教育委員会の自己点検・評価シート

大項目 １ 教育委員会の活動

中項目 小項目 点検・評価

（１）
教育委員会の会議
の運営改善

①
教育委員会会議の
開催回数

定例会を毎月１回開催した。また、必要に応じ臨時会を２回開催した。上程議案は５３件であり、全件とも承認であった。

②
教育委員会会議の
運営上の工夫

定例会において２か月後の定例会開催日時を決定し、全員出会できるよう調整した。また、会議の５日前までに資料を事前配付し
た。このことにより各委員が充分に内容把握の上、委員会での検討ができた。

（２）
教育委員会の会議
の公開、保護者や
地域住民への情報
発信

①
教育委員会会議の
傍聴者の状況

傍聴希望の申し込みはなかった。

②
議事録の公開、広
報・公聴活動の状況

教育委員会会議の議事録をホームページへ公開した。

（３）
教育委員会と事務
局との連携

①
教育委員会と事務
局との連携

委員会の会議が事後承諾にならないように、事前に資料提供を受け、各委員が充分に内容把握の上、委員会での検討を行った。
令和元年度も、会議５日前の情報提供が、概ね達成できた。

（４）
教育委員会と首長
部局の連携

①
教育委員会と首長
との意見交換会の
実施

下記のとおり首長部局との連携を図った。
・市長、教育長及び教育委員４名による総合教育会議を２回開催し、市立中学校の適正規模及び再編基本方針等について協議を行
った。

（５）
教育委員の自己研
鑽

①
研修会への参加状
況

下記のとおり研修を行った。
・児湯教育委員会連絡協議会夏季研修会に教育長及び委員４名参加
・児湯教育委員会連絡協議会研修会に教育長及び委員４名参加
・県主催市町村教育委員会新任委員研修会に委員１名参加
・九州地区市町村教育委員会研修大会に教育長及び委員４名参加
・全国都市教育長協議会総会並びに研究大会に教育長参加
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大項目 ２ 教育委員会が管理・執行する事務

中項目 小項目 点検・評価

（６）
学校及び教育施設
に対する支援・条
件整備

①
学校支援訪問

小中学校（分校を含む）の学校支援訪問を実施し、教育課程及び学習指導、生徒指導について適切な指導助言を行うことができた。
学校ごとに隔年で県教育委員会に支援を求め、県との合同訪問を行っており、令和元年度は３校で実施した。

②
所管施設の訪問

小中学校（分校を含む）の学校支援訪問に併せて、学校施設の視察を行った。

③
学校経営ビジョン
説明会への参加

校長から学校経営に係る方針、今年度の主な取組、課題について説明を受け、情報の共有を図った。

中項目 点検・評価

（１）
学校教育又は社会教育に関する一般方針の決定に
関すること

平成２７年度に策定された、第四次西都市総合計画後期計画（平成２８年度～３２年度）及び西都市教育大綱に基づき、
令和元年度教育基本方針並びに教育施策の内容を見直し、令和２年度教育基本方針並びに教育施策を定めた。（３月定例
会において承認確定）

（２）
学校その他の教育機関の設置及び廃止に関するこ
と

令和元年度中の設置・廃止はなかった。

（３）
教科内容及びその取扱いの一般方針の決定に関す
ること

小中高一貫教育に伴う「さいと学」「英語活動」「英会話科」「英語表現科」の充実を目指し、各学校の実態に応じた異
校種間の乗り入れ授業の推進を図った。

（４）
教育委員会事務局及び学校その他の教育機関の職
員の任免に関すること

令和２年４月の人事異動に際し、市長部局からの職員の人事交流についての協議に対して承諾を行い、その結果が異動に
反映された。

（５）
県費負担に係る校長の任免及び人事並びに県費負
担に係る教職員の人事の内申に関すること

令和２年４月の人事異動に際し、県の人事異動方針をふまえ人事に関する内申を行い、概ねその意向が異動に反映された。

（６）
前２号に定めるもののほか、人事の一般方針及び
分限（本人の意に反する場合）又は懲戒に関する
こと

教育委員会事務局の人事については、市長部局と交流を図るなど協議を行った。
分限及び懲戒については市長部局の基準を準用している。
県費負担教職員の人事については、県教育委員会にて対応している。
分限及び懲戒については、市町村立学校職員の分限に関する条例及び市町村立学校職員の懲戒に関する条例により県教育
委員会にて対応している。令和元年度中の分限懲戒の対象者は無かった。
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中項目 点検・評価

（７）
学校その他の教育機関の敷地の設定又は変更に関
すること

令和元年度中においての設定又は変更は無かった。

（８）
教育委員会規則及び規程の制定及び改廃に関する
こと

「西都市部活動指導員設置要綱」「西都市地域学校協働活動運営委員会設置要綱」を制定した。
「西都市立小中学校市費負担臨時教員設置規則」「西都市教育支援センターの設置に関する規則」「西都市奨学資金貸付
条例施行規則」「西都市青少年育成センター規則」「西都市市立図書館組織規則」の一部改正を行った。
「西都市立小中学校市費負担臨時教員設置規則」「西都市社会教育指導員に関する規則」「西都市立小中学校非常勤職員
設置要綱」「都於郡城跡ガイダンスセンター建設検討委員会設置要綱」を廃止した。

（９）
教育予算その他議会の議決を経るべき議案に関す
ること

下記のとおり原案の承認を行った。
・６月補正予算 （５月定例会） １件
・９月補正予算 （８月定例会） １件
・１２月補正予算（１１月定例会） １件
・３月補正予算 （２月定例会） １件
・新年度予算 （２月定例会） １件
・その他法改正等に伴う条例改正等の原案 ５件

（10）
教育委員会の所管に属する各種委員会委員の任命
又は委嘱に関すること

下記のとおり委嘱又は任命した。
・西都市教育研究センター主事及び事務職員の任命並びに主任研究員及び研究員の委嘱 （４月定例会）
・西都市学校給食共同調理場運営審議会委員の委嘱 （４月定例会）
・西都市青少年育成センター青少年指導委員の委嘱 （４月定例会）
・西都市文化財保存調査委員会委員の委嘱 （４月定例会）
・西都市歴史民俗資料館運営協議会委員の委嘱 （４月定例会）
・西都市地域学校協働活動運営委員会委員の委嘱 （４月定例会）
・西都市社会教育委員の委嘱 （５月定例会）
・西都市公民館運営審議会委員の委嘱 （５月定例会）
・西都市市立図書館協議会委員の任命 （５月定例会）
・西都市学校再編調査検討委員会委員の委嘱 （６月定例会）
・西都市部活動指導員の委嘱 （７月定例会）
・日向国府跡保存整備検討委員会委員の委嘱 （９月定例会）
・西都市立学校医・学校歯科医・学校薬剤師の委嘱 （３月定例会）

（11）
校長及び教職員の研修の一般方針の決定に関する
こと

令和元年度教育施策を検討する中で、教職員研修の充実に関する内容を定めた。
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中項目 点検・評価

（12）
通学区域の設定又は変更に関すること

令和元年度中の設定・変更はなかった。

（13）
西都市文化財保護条例による文化財の指定及び解
除に関すること

令和２年３月３１日付で大般若波羅密多経(麟祥院蔵) を市指定有形文化財美術工芸品に登録した。また、市指定有形文化
財美術工芸品の黒貫寺蔵の仏像３躰・厨子１基の内、木造聖観音坐像及び木造大日如来坐像が県指定美術工芸品へ格上げ
となったことにより、木造薬師如来立像及び黒漆塗り厨子(黒貫寺蔵)を新たに市指定有形文化財美術工芸品として登録し
た。

（14）
請願、陳情及び訴訟又は異議の申立てに関するこ
と

令和元年度中の訴訟・異議の申立てはなかった。

（15）
行政手続法及び西都市行政手続条例に基づく審査
基準及び処分基準の制定又は改廃に関すること

令和元年度中の制定・改廃はなかった。
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大項目 ３ 教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務

中項目 １ 学校教育の充実

小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価

(1)
教育委員運営事業

【目的】
地方自治法において設置が義務付けられる教育委員会において、教育方針
の決定等を行うために必要な支援をすることを目的とする。

【内容】
1.教育委員会会議
教育方針の決定、教育委員会事務局に関する議案等について、調査・
審議を行う。
(1)定例教育委員会（毎月 1回）
(2)臨時教育委員会（随時）

2.学校訪問
市内小中学校における教育課程、学習指導及び生徒指導等について、
教育委員より指導助言を計画的に行う。

3.教育委員研修会・連合会総会等
教育委員の資質向上、先進地情報の取得及び情報交換等を目的に会議、
研修会へ出席により教育行政に反映させる。

4.学校経営ビジョン説明会への参加
校長から学校経営に係る方針、今年度の主な取組、課題について説明
を受け、情報を共有し、学校教育と教育行政が協働して本市教育上の課
題を解決する手立て等について協議を行う。

【効果】
定期的な教育委員会会議の開催により意思形成を円滑に進めることがで
き、また、教育委員の資質向上及び情報取得等を目的に委員が総会及び研
修会等に参加することにより、その成果を教育方針及び教育行政へ反映す
ることができる。

【指標】教育委員会開催回数 １５回

【令和元年度当初予算額】 ２，３７０千円

1.教育委員会会議
・定例会 １２回（毎月１回）
・臨時会 ２回（随時）
・上程議案 ５３件（全件承認）
・教育方針の見直し ３月定例会

2.学校支援訪問
・市主催 ７校
・県市合同 ３校

3.教育委員研修会・連合会総会等
・児湯教育委員会連絡協議会総会に教育長及び委員４名参加
・児湯教育委員会連絡協議会夏季研修会に教育長及び委員４名参加
・児湯教育委員会連絡協議会研修会に教育長及び委員４名参加
・県主催市町村教育委員会新任委員研修会に委員１名参加
・宮崎県市町村教育委員会連合会総会に委員２名参加
・市町村教育委員会委員長・教育長会議に教育長及び委員２名参加
・宮崎県都市教育長協議会に教育長が参加（２回）
・九州地区市町村教育委員会研修大会に教育長及び委員４名参加
・全国都市教育長協議会総会並びに研究大会に教育長参加

4．学校経営ビジョン説明会
・６/２７、７/１、７/９に実施

【実績】教育委員会開催回数 １４回

【令和元年度決算額】 ２，３０６千円

【指標等の達成状況】
教育委員会開催回数については、毎月開催する定例教育委員会１２回及び臨時
教育委員会は、今回は人事議案に係る臨時会を２回開催した。また、その他の
行事等についてはほぼ予定どおり実施できた。

５

(2)
事務局管理費

【目的】
諸ニーズに即した学校再編、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に
基づく教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価など、教育
の充実及び教育委員会事務局の運営に資することを目的とする。

【内容】
1.教育長公務調整事務
2.教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価事務
3.学校再編に係る事務
4.教育委員会表彰事務
5.奨学生等選考委員会による奨学生等の選考事務
6.教育委員会マイクロバスの更新及び運行管理

1.教育長公務を教委定例課長及び補佐会（月１回）時及び随時に調整
2.教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価を令和元年９月末に
策定し、１０月に市議会へ報告

3.市立中学校の適正規模について、「市立中学校の適正規模についてのアンケー
ト調査」を実施し、西都市学校再編調査検討委員会において、調査・研究を行
い結果報告を受けた。
この報告を受け、令和２年２月２６日の定例教育委員会において、「西都市中
学校再編基本方針」を策定し、市立中学校の再編推進を決定した。
また、総合教育会議を定期的に開催し、西都市学校再編調査検討委員会の状況
等、情報共有を図った。
4.教育表彰 小学生４名、中学生１２名

教育奨励賞 銀鏡六男氏、伊達真一氏

５
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価
7.小中学校の文書送達及び回収業務

【効果】
教育委員会による教育方針を受けて生じる教育委員会事務局事務につい
て、学校教育及び社会教育の枠を超えたこの事業で行うことで、効率的に
運営することができる。

【令和元年度当初予算額】 ７，４６４千円

5.奨学資金基金の新規貸付数 ７名
6.教育委員会マイクロバス稼働日数 １１３日
7.小中学校の文書送達及び回収業務を(社)西都市シルバー人材センターへ業務
委託し実施。

【令和元年度決算額】 ７，３９１千円

【指標等の達成状況】
上記のとおり、市立中学校の再編に関し方向性を定めることができた。その他
の事務についても概ね予定どおり実施できた。

(3)
教職員住宅管理事業

【目的】
教職員住宅の維持管理を目的とする。

【内容】
教職員住宅１５戸の維持管理費。主なものは、修繕費、借地料など。

【効果】
ほとんどの教職員住宅が学校の近くにあり、緊急時に対応ができる。

【令和元年度当初予算額】 ３，６９５千円

下記のとおり教職員住宅の維持管理を行った。
・修繕件数 ７件
・敷地賃借件数 ７件
・未入居戸数 ５戸
・譲与件数 ２件
・所管替件数 １件（農政課）

【令和元年度決算額】 １，１７３千円

【指標等の達成状況】
教職員住宅の修繕を７件行い、入居者の要望に沿った維持管理を実施した。ま
た、長年入居者が無かった銀鏡地区の２棟を無償で譲与し、妻南地区の１棟を
農政課へ移管した。その他の事務については、概ね予定どおり実施できた。

５

(4)
山村留学振興事業

【目的】
銀鏡地区における地域教育の振興及び地域の活性化を図ることを目的と
する。

【内容】
1.山村留学制度実施事業に対する支援
西都市山村留学制度実施事業補助金交付要綱に基づき、山村留学児童生徒
が銀鏡地区において生活することとなる家庭（里親）に対する委託料（留
学児童生徒が生活等行ううえで必要となる最低限の費用）、地域住民との
交流経費及び山村留学制度ＰＲ費等の一部について補助し、地域教育の振
興及び地域の活性化を図る。
2.銀上小学校・銀鏡中学校に係る区域外就学児童生徒の通学に対する支援
西都市立銀上小学校及び銀鏡中学校に係る区域外通学生に対する通学助
成金交付要綱に基づき、区域外通学する児童生徒の保護者の負担軽減を図
る。

【効果】
地域教育の維持が可能となると共に、地域活動の充実による地域活性化と
地域経済に対する効果が生じている。また、山村留学制度を銀鏡地区のＰ
Ｒツールとすることにより、銀鏡地区の情報発信効果、更には高付加価値

奥日向銀上山村留学実行委員会に対し、里親経費や広報活動経費等を対象とした
補助金を交付した。

【実績】 山村留学児童生徒数 １６名

【令和元年度決算額】 ６，１５０千円

【指標等の達成状況】
実施主体である実行委員会に対し、事業内容に沿った支援を実施することで、
地域教育の維持及び地域の活性化を図ることができた。指標である山村留学児
童生徒数は１６名の実績であったが、人数に応じた経費等の支援は概ね達成で
きた。

５
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化を得ることができている。

【指標】 山村留学児童生徒数 １８名

【令和元年度当初予算額】 ７，５６０千円

(5)
小学校管理事務費

【目的】
安全・安心で快適な教育環境を確保するため、学校施設設備の維持管理を
行う。

【内容】
主なものは以下のとおり
・学校事務職員に関すること
・施設維持管理に関すること
・施設改修工事に関すること
・学校一般備品に関すること

【効果】
学校施設設備等を適切に管理することで、児童の安全・安心で快適な教育
環境を確保することができる。

【令和元年度当初予算額】 ２９５，１００千円

下記のとおり小学校の学校施設設備の維持管理を行った。
・市費事務職員数 ７名
・委託件数 ３４件

学校長寿命化計画策定業務、警備、空調設備保守、環境整備、自家用電気工
作物保安管理、消防施設等点検業務ほか

・工事件数 ２１件
三納小空調機器機能復旧工事、都於郡小照明器具改修工事、妻南小外構工事、
三財小屋内運動場屋根塗装ほか工事、穂北小職員トイレシャワーブース設置
工事、妻北小多目的室電気設備改修工事、都於郡小水路土砂撤去工事

・備品購入件数 ２２件
プール用マット、両面ポール型時計、ワイヤレスアンプ ほか

【令和元年度決算額】 ２６２，３６５千円

【指標等の達成状況】
校舎等の修繕を１４２件実施するとともに空調機器機能復旧等の工事を実施
することで、安全・安心な教育環境を確保することができた。その他の事務に
ついては、概ね予定どおり実施できた。

５

(6)
小学校教育振興事業

【目的】
小学校教育振興のため。

【内容】
主なものは以下のとおり
・教材及び図書に関すること
・特別支援教育に関すること
・遠距離通学費補助に関すること
・就学援助に関すること

【効果】
授業の中で効果的に活用できる教材等を整備することで、各学校で定めた
教育目標の達成や児童の学校生活・授業が充実し、教育水準の維持・向上
を図ることができる。

【令和元年度当初予算額】 ２８，９６５千円

下記のとおり小学校の教育振興を図った。
・備品購入件数 ８８件

理科、教材、図書備品
・遠距離通学補助交付児童数 ４８名

第２条第１号該当 ３１名（４km 以上）
第２条第３号該当 １７名（指定する学校でバス利用）

・就学援助児童数 １４９名

【令和元年度決算額】 ２６，７３７千円

【指標等の達成状況】
理科備品、教材備品及び図書を購入し、学校生活・授業の充実を図ることがで
きた。また、補助及び扶助について適正な処理を行い、保護者の負担軽減を図
ることができた。その他の事務については、概ね予定どおり実施できた。

５
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(7)
中学校管理事務費

【目的】
安全・安心で快適な教育環境を確保するため、学校施設設備の維持管理を
行う。

【内容】
主なものは以下のとおり
・学校事務職員に関すること
・施設維持管理に関すること
・施設改修工事に関すること
・学校一般備品に関すること

【効果】
学校施設設備等を適切に管理することで、生徒の安全・安心で快適な教育
環境を確保することができる。

【令和元年度当初予算額】 １０６，４０４千円

下記のとおり中学校の学校施設設備の維持管理を行った。
・市費事務職員数 ５名 （うち２名は小学校兼務）
・委託件数 ２５件

学校長寿命化計画策定業務、警備、空調設備保守、環境整備、自家用電気工
作物保安管理、消防施設等点検業務ほか

・工事件数 ５件
銀鏡中フェンス等設置工事、三財中屋内運動場屋根塗装工事、三納中屋内運
動場屋根塗装工事

・備品購入件数 １４件
乗用モア、配膳台、シュレッダーほか

【令和元年度決算額】 ９８，２４４千円

【指標等の達成状況】
校舎等の修繕を９１件実施するとともに、屋内運動場屋根防水等の工事を実施
することで、安全・安心な教育環境を確保することができた。その他の事務に
ついては、概ね予定どおり実施できた。

５

(8)
中学校教育振興事業

【目的】
中学校教育振興のため。

【内容】
主なものは以下のとおり
・教材及び図書に関すること
・特別支援教育に関すること
・遠距離通学費補助に関すること
・就学援助に関すること

【効果】
授業の中で効果的に活用できる教材等を整備することで、各学校で定めた
教育目標の達成や生徒の学校生活・授業が充実し、教育水準の維持・向上
を図ることができる。

【令和元年度当初予算額】 ２１，８３０千円

下記のとおり中学校の教育振興を図った。
・備品購入件数 ６４件

理科、教材、図書備品
・遠距離通学補助交付生徒数 ４名

第２条第２号該当 ４名（６km 以上）
・就学援助生徒数 ７５名

【令和元年度決算額】 １７，８８６千円

【指標等の達成状況】
理科備品、教材備品及び図書を購入し、学校生活・授業の充実を図ることがで
きた。また、補助及び扶助について適正な処理を行い、保護者の負担軽減を図
ることができた。その他の事務については、概ね予定どおり実施できた。

５

(9)
幼稚園奨励事業

【目的】
所得に応じた保護者の経済的負担の軽減と、公・私立幼稚園間の保護者負
担の格差是正を目的に、幼稚園の入園料及び保育料を軽減し、もって幼稚
園教育の振興に資する。

【内容】
文科省の補助金交付要綱に基づき、私立幼稚園に在園する満３歳以上の幼

補助の対象となる幼児がいなかった。
・補助金交付幼稚園数 ０園
・補助金交付園児数 ０名

【令和元年度決算額】 ０千円

－
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児の保護者で本市に居住する者に対して保育料等を減免する当該幼稚園
設置者へ補助金を交付する。
平成 27 年度から、子ども・子育て支援新制度が実施され、新制度に移行
した幼稚園は、補助対象外となっており、現在市内に対象となる幼稚園は
ないため、市外の対象となる幼稚園に通園する幼児がいる場合に補助金が
交付される。

【効果】
文科省により増設された「多子軽減」については、保護者の第２子以降の
出産・子育て等に対しての負担軽減措置として少子化対策の一助となるこ
とが期待できる。

【令和元年度当初予算額】 ３７０千円

(10)
教育振興事業

【目的】
学校教育の内容の充実を図る事を目的とする。

【内容】
学校教育の教育内容の充実を図るため、以下の事業を行う。
・教育指導支援に関すること
・就学指導に関すること
・教育文化に関すること
・教科用図書及び副読本に関すること
・教職員の研修に関すること

【効果】
学校教育の充実に寄与する。

【令和元年度当初予算額】 ４９，４６４千円

市内小中学校の学校教育の充実を推進するため、以下の事業に取り組んだ。
・市内全小中学校への学校支援訪問を実施 １１校
・県指定重点支援校への支援訪問 穂北中
・全小中学校に学校評議員を委嘱 ５５名
・市主催の教職員研修等を企画・実施 初任者研修、初赴任者研修、授業力
brush-up 研修等

・Q-U による、学校生活意欲、学級満足度の調査を実施
・就学指導を実施 就学前児童への観察・就学相談、教育支援委員会
・教育支援センター「みつばルーム」を運営
・教育文化祭を開催 出品数６５４点 来場者数９７４名
・各事業費補助 各教科等部会、生徒指導推進協議会、人権教育推進協議会
・西都市立中学校大会等参加費助成金
・市費負担臨時教員の配置 常勤３名、非常勤３名
・部活動支援員の配置 ３名

【令和元年度決算額】 ４０，８１７千円

【指標等の達成状況】
学校支援訪問等で、適切な指導助言等を行うとともに、市主催の職員研修や各
事業に補助金を交付し支援を行うことをとおして、教職員の指導力向上を図る
ことができた。また、幼稚園、保育所等関係機関と連携し、教育相談、園児の
観察を行い、教育支援委員会を開催し適切な就学指導を行うことで、保護者に
対し就学に対する支援を行うことができた。教育支援センターの運営、その他
の事務については、概ね予定どおり実施できた。

４

(11)
学校生活支援員派遣事業

【目的】
学校生活支援員を派遣することで、小中学校に在学する障がい等がある児
童生徒が、支障なく安全に学校生活を送ることができることを目的とす
る。

下記のとおり学校生活支援員の派遣を行った。

・派遣小学校数 ６校 対象児童数 ８５名 派遣支援員数 １８名
・派遣中学校数 １校 対象生徒数 １３名 派遣支援員数 ２名

５
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【内容】
支援が無くては学校生活において支障があると認められる児童生徒に対
し、学校内における身辺処理、移動、校外活動等の支援を行うための学校
生活支援員の派遣を行う。

【効果】
支援を行うことで、支援を必要とする児童生徒の安全な学校生活が確保で
きるとともに、学校及び教員の負担の軽減ができる。

【令和元年度当初予算額】 ３２，１９３千円

【令和元年度決算額】 ２９，４２５千円

【指標等の達成状況】
児童生徒に対する支援の申請に対し、教育支援委員会及び学校での状況観察及
び保護者の意見等を取り入れ、適正な学校生活支援員の派遣を行った。また、
学校、委託先との連携により、要望に沿った支援を行うことで、児童生徒が安
全に学校生活を送ることができ、学校及び教職員の負担軽減を図ることができ
た。

(12)
総合的な学習の時間等の
学社連携・融合支援事業

【目的】
地域の人々との交流や地域の文化や自然に触れる体験活動、児童生徒の自
主的な活動を通じて、児童生徒の郷土愛を深めるとともに、自発性や探求
心を育てる各学校の取組を充実させることを目的とする。

【内容】
総合的な学習の時間及び生活科等の時間に地域の方々を講師に招くなど
して、地域との連携や交流を取り入れた学習活動を支えるための報償費や
一般消耗品費を予算化し、各学校を支援する。

【効果】
児童生徒の探求心が育つとともに、地域の方を敬う気持ちや地域の自然や
文化を守っていこうとする心情と態度を育成できる。

【令和元年度当初予算額】 １，６９３千円

総合的な学習の時間の学習活動を支援するために、下記のとおり講師を招聘し
た。
・小学校 ３５名
・中学校 ２８名

【令和元年度決算額】 １，２４０千円

【指標等の達成状況】
各小・中学校の特色に応じた講師を招聘し、地域の方々との交流を通して、地
域の伝統文化や農業等を体験することにより、地域の方を敬う気持ちや郷土愛
を育む取組を実践した。その他の事務については、概ね予定どおり実施できた。

５

(13)
教育研究センター運営事
業

【目的】
西都市独自の教育研究機関を設置し、研究員のニーズに応じた講座や「日
常授業の改善」につながる個人研修を計画的に実施し、研究員等の資質の
向上を図り、各学校に還元する。

【内容】
西都市の教育的課題を解決するために以下についての調査研究を行う。
（１）指導力向上、日常授業の改善に関すること
（２）研究結果の普及に関すること
市内の各小中学校から１３名の研究員を委嘱し、毎月研究会を開催し、市
内全小中学校の教諭等が参加する研究発表会を年度末に開催する。

西都市教育研究センターにおいて、下記のとおり調査研究を実施した。
・研究員を委嘱 主任研究員 １名 研究員 １３名
・研究班 グループ及び個人研修
・研究テーマ 「日常授業の改善」
・実施回数 毎月２回程度
・講座
・個人研修
・県外視察
・市教育研究センターの研究発表報告会

【令和元年度決算額】 １，１４７千円

５
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【効果】
市の教育課題等について、１３名の小中学校教諭等によって調査研究を行
い、各校での取組の参考となる研究成果を発表することができている。
また、学力向上につながる講座を年８回行うことで、研究員の力量を高め
ることができている。

【令和元年度当初予算額】 １，４４２千円

【指標等の達成状況】
西都市の課題である「学力向上」につながる「日常授業の改善」という一つの
テーマに対して、班別に研究していくスタイルから個人テーマを決めて研究を
行い、研究員一人一人の資質を高め、学習内容の定着を図る意識づけができた。
また、講座についても、具体的な内容が多く、日々の授業に生かすことができ
た。その研究の内容や成果を市の研究会を通し、各学校に還元することができ
た。

(14)
小中高一貫教育推進事業

【目的】
平成２０年度から開始している小中高一貫教育であり、小中高１２年間の
継続的計画的な指導により、西都の子どもたちの郷土愛の育成や学力向上
を図ることを目的とする。

【内容】
小中高１２年間を通した教育活動を基盤に、西都市のことや生き方につい
て学習する「さいと学」、小学校１年生から始める英語教育の「小学校英
語活動」「小学校英会話科」「中学校英語表現科」、市内中学校等における
外国語指導助手（ALT）配置、さらに教師の相互乗り入れや児童生徒の交
流活動等を行う。

【効果】
学校種間の接続・移行を円滑に行い、地域に自信と誇りを持ち、地域に貢
献する人材の育成と確かな学力の定着が期待される。

【令和元年度当初予算額】 ２３，２６５千円

連携型一貫教育を推進するため、以下の事業に取り組んだ。
・外国語指導助手(ALT)４名を雇用し、全小・中学校へ配置
・読書活動推進員を配置 １０名
・英語検定の検定料補助
小学校６年生 ２８５名 正答率 ８２．９％
中学校２・３年生 ２３９名 合格率 ２０．１％

・聖陵セミナーへの支援
中学校３年生 ５８名

・副読本の増刷 わたしたちの西都
・パンフレット等印刷 We love Saito の挿絵掲示物

【令和元年度決算額】 ２１，６４５千円

【指標等の達成状況】
外国語指導助手(ALT)４名を配置し、小学校１年生から中学校３年生までを対
象としたきめ細かな英語教育を行うことで、国際理解と英語への興味関心を高
めることができた。また、「さいと学」の実施、「聖陵セミナー」などの地元高
等学校による授業等を実施し、小中高連携による取組を行うことができた。

５

(15)
学校保健管理費

【目的】
小中学校における児童生徒及び教職員の健康や保健衛生の保持・増進及び
学校体育による児童生徒の体力向上の増進や健全育成を目的とする。

【内容】
児童生徒及び教職員の健康診断、環境衛生検査、児童生徒等に対する保健
指導等を行うため、以下の事業を行う。
・学校嘱託医、学校薬剤師に関すること
・児童生徒及び教職員の健康診断等に関すること
・就学時健診に関すること
・災害共済給付金に関すること
・準要保護児童生徒に係る医療扶助に関すること
・その他学校の保健衛生に関すること
学校体育の推進のため、以下の事業を行う。
・小学校体育連盟の行う事業に対する補助等に関すること

小中学校の保健衛生等の保持・増進を推進するために、以下の事業を行った。
・各学校に学校医、学校歯科医及び学校薬剤師を委嘱
学校医 内科医１０名 眼科医２名 耳鼻咽喉科医２名
学校歯科医 ９名
学校薬剤師 ５名

・学校医等による児童生徒の健康診断を実施 ２，３５９名
・就学時健康診断の実施 対象者２１６名
・教職員の健康診断を実施 １９９名
・日本スポーツ振興センターの災害共済保険制度に加入
保険給付実績 小学校 １３７件 ３６８，１９２円

中学校 １７２件 １，０７１，５４５円
・準要保護児童生徒の歯科治療に係る医療扶助
小学校 １７件 ３６，８４０円
中学校 １３件 ２９，０００円

学校体育による体力向上や健全育成のために、以下に対する補助を行った。

５
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・中学校体育連盟の行う事業に対する補助等に関すること
小中学校の学校保健、学校安全の充実のため、以下の事業を行う。
・児童生徒の各種検査（尿、脊柱側わん、貧血）
・学校環境衛生指導（飲料水、プール水、ダニ検査等）

【効果】
学校における教育活動が安全な環境において実施され、児童生徒等の安
全・安心の確保及び体力向上の増進や健全育成が図られる。

【令和元年度当初予算額】 ２１，３５５千円

・西都市小学校体育連盟事業費補助金
陸上記録会の実施に対する補助。なお、水泳大会は、校長会等において、近年
の猛暑を考慮し児童及び教職員の安全確保を最優先に検討された結果、各学校
での実施となった。
小中学校における学校保健及び学校安全の充実のために、以下の事業を行っ
た。
・環境衛生調査を実施 水質検査、空気検査、ダニ検査等
・児童の各種検査を実施
尿検査 １，６０４名
脊柱側わん症検査 ２８３名

・生徒の各種検査を実施
尿検査 ７３８名
貧血検査 ５５２名
脊柱側わん症検査 ２３７名

【令和元年度決算額】 １８，６８６千円

【指標等の達成状況】
学校医及び学校歯科医と連携した、児童生徒の健康診断、就学時健康診断を実
施、教職員を対象とした健康診断を実施することで健康の保持・増進を図るこ
とができた。学校薬剤師と連携し、保健衛生に関する相談、指導を行うことに
より、教育環境の改善を図ることができた。また、準要保護児童生徒への医療
扶助、小体連、中体連への補助に対し適正な処理を行うことで、保護者の負担
軽減を図ることができた。その他の事務については、概ね予定どおり実施でき
た。

(16)
小学校保健管理事業

【目的】
小学校における学校保健及び学校安全の充実を目的とする。

【内容】
小学校の学校保健、学校安全の充実のため、以下の事業を行う。
・小学校保健室備品及び消耗品購入

【効果】
小学校における教育活動が安全な環境において実施され、児童の安全・安
心の確保が図られる。

【令和元年度当初予算額】 ８６０千円

小学校における学校保健及び学校安全の充実のために、以下の事業を行った。

・保健室の消耗品、医薬品及び備品を購入

【令和元年度決算額】 ８２２千円

【指標等の達成状況】
学校保健事業を充実させるため、養護教諭との密な連携を図り、保健室の環境
を充実させることができた。

５

(17)
中学校保健管理事業

【目的】
中学校における学校保健及び学校安全の充実を目的とする。

【内容】

中学校における学校保健及び学校安全の充実のために、以下の事業を行った。
・保健室の消耗品、医薬品及び備品を購入

【令和元年度決算額】 ４２１千円

５
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中学校の学校保健、学校安全の充実のため、以下の事業を行う。
・中学校保健室備品及び消耗品購入

【効果】
中学校における教育活動が安全な環境において実施され、生徒の安全・安
心の確保が図られる。

【令和元年度当初予算額】 ４３６千円

【指標等の達成状況】
学校保健事業を充実させるため、養護教諭との密な連携を図り、保健室の環境
を充実させることができた。

(18)
給食センター管理費

【目的】
「学校給食衛生管理基準」に基づいた、安全でおいしい学校給食を欠かさ
ず提供することを目的とする。

【内容】
西都市内の小中学校の児童生徒への学校給食提供に必要な管理運営を行
う。
銀鏡地区を除く小中学校には、共同調理場方式で給食センターから提供し
ている。銀鏡地区については、銀鏡中の調理場で調理を行い、単独校調理
方式で銀上小学校にも提供している。

【効果】
安全でおいしい学校給食の提供を行うとともに、児童生徒の心身の健全な
発達と食に関する正しい理解と適切は判断力の養成が図られる。

【令和元年度当初予算額】 ９７，２６２千円

・各学校の要望に応じ、調理員や配送ドライバーとの調整を図り、効果的かつ効
率的な運用に務め、給食提供計画数である小学校１９５日、中学校１９０日にお
いては、計画どおりの提供ができた。
令和元年度実績では、小学校３１２千食、中学校１４３千食であった。また、

「西都の日」と称し毎月１回、地元農産物を使用した学校給食の提供や食育の推
進に寄与できる資料となるよう、使用食材の紹介や生産者の声を記載した食育だ
よりを作成し、毎月の配布を実施した。
・食物アレルギー児童・生徒への対応では、アレルギー対応希望児童生徒の保護
者及び学校管理者等との三者面談を行い、可能な限り個々の症状に応じた提供を
実施した。
令和元年度の実績では児童１４名、生徒９名に除去食・代替食での対応を行い

年間を通じ事故等も無く安全な提供ができた。
・東米良地区では、単独校調理方式により銀鏡中学校調理場で平地校と同一の献
立を基に山間部ならではの献立を取り入れるなど安定した給食の提供ができた。
令和元年度実績では、小学校約１，７６０食、中学校約３，７００食であった。

【令和元年度決算額】 ９１，８９５千円

【指標等の達成状況】
給食センター及び銀鏡中学校調理場での安定した安全な給食の提供が実施で
きた。

５

(19)
共同調理場運営審議会事
業

【目的】
共同調理場の適正かつ円滑な運営に資することを目的とする。

【内容】
教育委員会の諮問に応じ、共同調理場の運営に資する重要な事項について
調査及び審議を行う。

【効果】
諮問機関である審議会の答申に基づき共同調理場の良好な運営ができる。

【令和年度当初予算額】 ４５千円

【令和元年度決算額】 ０千円

【指標等の達成状況】
良好な運営となっており諮問事項等も無いため審議会の開催はなかった。

５
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価

(1)
社会教育総務費

【目的】
1.社会教育の総合的な推進を図るため、市民の生涯学習相談及び指導、各種
ボランティア団体及び社会教育関係団体の指導・養成等を強化する。

2.豊かな人間性を養い、連帯意識や協調性に富んだ社会教育関係団体の育成
充実に努める。

3.年齢や生活体験の異なる子どもたちが集団のなかで役割と責任を認識し、
自然体験や文化活動等、学校教育や家庭教育では得ることのできないもの
を提供する。

4.青少年の問題行動や非行を未然に防ぐとともに健全育成を推進するため、
学校、家庭、地域、関係機関、関係団体等と連携を図りながら、地域ぐる
みの青少年健全育成を目的とする。

5.社会人としての自覚や責任、誇りを持たせ、西都市という故郷に想いはせ、
今までお世話になった方に感謝しつつ、社会参加を促進する。

6.家庭教育はそれぞれの家庭の責任と判断に基づいて行うことが基本では
あるが、家庭教育に自信が持てなくなった親も見受けられることから家庭
での教育について学ぶことのできる場の提供を行う。

【内容】
1.社会教育関係団体に対しての活動助成及び助言を行う。
2.青少年健全育成事業として、ジュニアリーダー教室・子ども会リーダー研
修・市指定子ども会公開・子ども会インリーダー教室を行う。

3.青少年の指導相談・関係機関との連携・巡回指導報告のまとめ・青少年健
全育成市民大会を開催する。青少年育成センターに青少年指導員をおき、
指導及び相談にあたる。また、青少年指導委員（１９名）を総括する。

4.成人式典を開催する。
5.家庭における子どもの教育について、必要な知識を一定期間で、計画的・
継続的に学習する機会を提供する。

【効果】
1.社会教育事業の推進母体として様々な社会教育活動を行っている。
2.学校や家庭では体験することのできない自然のなかでの遊びや子ども会
活動を通じて、自主性をもった行動や協調性が培われ、子どもの成長に大
きく寄与し、また、子どもの育成に関し、地域と一体となった育成が推進
できる。

3.青少年の非行防止と健全育成に効果がある。
4.成人式に参加して、郷土愛を育み、家族等のつながりを感じ取ってもらう。
式典に参加し責任ある社会人を自覚する。

5.同年代の子供を持つ親同士が、日常の出来事をはじめ、子ども達の様子を
語り合うことから、子どもを多角的な視野で観ることができ、子どもへの
理解が深まり、いろいろな疑問や問題等への解決の糸口を得ることで、子
育てにゆとりを得ることができる。

1.社会教育関係団体活動補助
・西都市子ども会育成連絡協議会
・西都市ＰＴＡ協議会
・西都市地域婦人連絡協議会
・日本ボーイスカウト西都第１団
2.青少年教育
・インリーダー教室 （１月～３月）
・子ども会チャレンジサマーキャンプ （７月２６日～２８日）
・ジュニアリーダー教室 （５月～３月）
・県ジュニアリーダー研修会 （８月２日～４日）
・指定子ども会公開 １１子ども会
3.青少年
・西都市青少年健全育成市民大会（７月６日）
・西都市青少年育成連絡会（１１月１４日）
・青少年指導委員による地域巡回指導（５月～３月）
4.成人式
・新成人による成人式 （１月５日）
5.家庭教育
・小中学校家庭教育学級 ８学級

【実績】 活動助成団体数 ４団体
青少年の体験事業参加小学生数（リーダー研修）６５人
西都市青少年健全育成市民大会参加者 ３３１人
式典の新成人参加率 ８１％
家庭教育学級数 １２団体（８学級開級）

【令和元年度決算額】 １０，８７７千円

【指標等の達成状況】
一部の指標については、数値目標に達しなかったものもあるが、計画した事
業については、概ね予定どおり実施することができた。

４
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【指標】 活動助成団体数 ４団体

青少年の体験事業参加小学生数（リーダー研修）８５人
西都市青少年健全育成市民大会参加者 ３５０人
式典の新成人参加率 ８５％
家庭教育学級数 １１団体

【令和元年度当初予算額】 １１，９５６千円

(2)
地域学校協働活動推進事
業

【目的】
過疎化の進行、家族形態の変容、価値観の多様化等を背景とした地域社会
等のつながりや支え合いの希薄化により、「地域の学校」「地域で育てる子
ども」という考え方が失われつつあるという指摘がある。地域と学校が相
互に連携・協働し、社会総掛かりによる教育を実現することがますます重
要となっていることから、そのための体制整備に努める。

【内容】
これまでの地域人材や資源を活用した取組や活動を基本として、地域と学校
とが目的・目標を共有した取組へ発展させる。先行して取組を行っている地
域づくり協議会のこれまでの取組に加え、学習支援の取組についても検討し
ていく。いずれは、地域づくり協議会(市内全７地区(校区))を主体とした地
域学校協働本部の設置を目指す。

【効果】
・子 ど も コミュニケーション能力の向上や地域への理解・関心の深まり

が期待できる
・学 校 教員自身も地域の一員としての自覚を認識でき、教育者として

の意欲の高まりと豊かな指導力の発揮につながる。
・地域住民 活動をとおして地域住民の生きがいづくりや自己表現につなが

る。

【指標】 地域学校協働本部設置数 １団体

【令和元年度当初予算額】 ４５５千円

１．三財地区(校区)をモデルとした事業の推進
・地区イベント「へそ祭り」への中学生の参画
・三財中学校第１･２学年を対象としたキャリア教育

・三財小学校第１･２学年を対象とした冬休み学習支援

２．西都市地域学校協働活動運営委員会の開催(５月２０日・２月１０日)

・本市における地域と学校の課題の洗い出し

・地域学校協働活動のあり方について

【実績】・「へそ祭り」における、企画段階からの参画と当日の運営協力
・総合的な学習の時間を活用した 12 業種 12 名の「職業人講話」実施
・地元在住の退職校長を講師とした学習支援
・運営委員会出会委員数 延べ 19 名（運営委員全 12 名）

【令和元年度決算額】 １２３千円

【指標等の達成状況】

三財地域づくり協議会を通じて様々な取り組みを行ったことで、一定の成

果を上げた一方、課題も見えてきた。今後も課題の解決策を講じながら、

地域学校協働本部の設置に取り組む。

３

(3)
公民館活動事業

【目的】
社会教育法第 20 条(公民館は、住民のために、実際生活に即する教育、学術
及び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、
情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的
とする）により、実施している。

【内容】

1.市公民館・地区館講座の開設
①市公民館講座数
パソコン講座等１６講座（３６９名参加）
②地区館講座数
パソコン講座等１８講座（２５７名参加）

2.高齢者教室の開設
教室数 ７教室 総計１０５名参加
妻地区４９名 穂北地区１１名 三納地区９名

４
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◎市公民館・各地区館講座の開催
パソコン講座、水彩画講座など３９の講座を開設。
◎公民館に３名の社会教育指導員を配置。（一人２地区担当）各地区高齢者
教室、各地区家庭教育学級、生涯学習の相談・指導を担当。
◎高齢者教室(６地区)の開催
地域における高齢者相互の意志疎通を図るとともに、健康で生きがいのある
人生を過ごせるよう、受講生の学習要求に応じたプログラムで実施するも
の。市内在住の 65 歳以上の男女が対象。
◎このはな学園の開催
69 歳以下の市民を対象に、学ぶ喜び、集う楽しさを知ってもらい、活き活き
と様々なことを学習できる場として、このはな学園を開催。

【効果】
多くの市民に学習の機会を提供できる。

【指標】 市公民館・地区館講座受講者数 ９００人

【令和元年度当初予算額】 ４,３４４千円

都於郡地区１０名 三財地区１８名 東米良地区８名
3.このはな学園の開設 １７名参加

【実績】 市公民館・地区館講座受講者数 ６２６人

【令和元年度決算額】 ３,３２０千円

【指標等の達成状況】
市公民館・地区館の各種講座については、講座内容の一部を見直すとともに
生涯学習情報誌「はじめませんか生涯学習」を作成、全戸配布し情報発信に
努めたが、指標としている受講者数の達成度は、約７０％であった。

(4)
公民館維持管理事業

【目的】
市公民館・各地区館の維持管理を行う。

【内容】
◎市公民館の維持管理業務
◎各地区館の維持管理業務

【効果】
使用に支障をきたさないような維持管理が可能となる。

【令和元年度当初予算額】 １３，７６４千円

管理施設
①市公民館
②穂北地区館・三納地区館・都於郡地区館・三財地区館・東米良地区館

【令和元年度決算額】 １３，００６千円

【指標等の達成状況】
施設の老朽化等に伴う修繕を行うとともに、穂北地区館トイレの洋式化工事
を行い、快適な利用環境整備に努めた。その他の事務については、予定どお
り実施することができた。

５

(5)
自治組織支援事業

【目的】
地域住民にとって最も身近な存在として、また、生涯学習の活動の母体とし
て重要な自治公民館組織に対して、活動の支援や施設維持のための補助金を
交付する。

【内容】
◎各自治公民館活動への支援
◎西都市自治公民館連絡協議会への支援
◎自治公民館整備費補助金制度の実施
◎特定騒音区域内自治公民館施設空調機器設置補助金
◎コミュニティ助成事業補助金

◎各自治公民館活動への支援
活動報奨金１館につき 30,000 円×131 館

◎西都市自治公民館連絡協議会への支援
運営費補助金 360,000 円

◎自治公民館整備費補助金制度の実施
・下水流自治公民館修繕工事補助 468,000 円
・山城自治公民館修繕工事補助 310,000 円
・上沖自治公民館修繕工事補助 183,000 円
・東樫野自治公民館修繕工事補助 504,000 円
・尾八重自治公民館新築工事補助 4,000,000 円

◎特定騒音区域内自治公民館施設空調機器設置補助金

５
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【効果】
各自治公民館の活動支援と同時に、組織として各地区自治公民館連絡協議
会、また、西都市自治公民館連絡協議会の育成を行うことにより、地域力の
向上が図られる。

【指標】
西都市自治公民館連絡協議会への加盟公民館数 １３１館

【令和元年度当初予算額】 １１，０８９千円

・松田自治公民館空調機器設置補助 300,000 円
・潮自治公民館空調機器設置補助 403,000 円

◎コミュニティ助成事業補助金
・尾八重自治公民館建設 8,900,000 円

【実績】 西都市自治公民館連絡協議会への加盟公民館数 １３１館

【令和元年度決算額】 ２２,９０９千円

【指標等の達成状況】
西都市自治公民館連絡協議会への加盟公民館数は達成できた。

(6)
図書館管理事業

【目的】
生涯学習の拠点施設として魅力ある図書館とするため施設の維持管理を行う。

【内容】
○開館 30 年経過し老朽化により照明が暗く、館内照明及び非常灯のＬＥＤ
化のため改修工事を行う。

【効果】
利用環境の改善、電気代の節約を図る。

【指標】 年間入館者数 ４１，０００人

【令和元年度当初予算額】 ２７，１４８千円

【実績】 年間入館者数 ６５，３８４人

【令和元年度決算額】 ２３，８８８千円

【指標等の達成状況】
照明のＬＥＤ化改修工事については、予定通り 11 月に実施でき、利用環境
の改善ができた。電気代についても、照明として月約 30,000 円節約されて
おり、更に維持費用の負担軽減も図ることができた。
入館者数は、約 1.4 倍増加し、指標達成できた。

５

(7)
図書貸出事業

【目的】
市民の教育と文化の発展に寄与するため、文献や資料の収集・整理・保存に
努め、閲覧の場所を提供するとともに、市民の様々な学習活動を支援する。

【内容】
○図書館資料の収集・整理・保存・提供
○貸出文庫

【効果】
図書館資料の充実を図ることで利用者の多様なニーズに応えることが可能
となり、市民の様々な学習活動の支援につながる。

【指標】 貸出冊数 １２０，０００冊

【令和元年度当初予算額】 ５，２５７千円

図書の充実 (令和２年３月３１日現在)
蔵書数 ８６，９５１冊
一般図書数 ５６，７４５冊
児童図書数 ３０，２０６冊

【実績】 貸出冊数 １１７，８２５ 冊

【令和元年度決算額】 ５，１８３千円

【指標等の達成状況】
蔵書の充実を図った。なお、県立図書館および県内図書館からの相互貸借に
より､利用者へのサービスを図った。コロナウィルス感染対策影響により指
標達成まではいかなかったが、概ね達成できた。

５
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(8)
読書推進事業

【目的】
本に親しむ環境づくりを図り、市民の読書推進に努める。

【内容】
○子ども読書の日イベント並びに毎月のイベント開催
○夏休みイベント開催
○西都市小学生読書感想文コンクールの実施
○図書館まつりの開催
○ブックスタート・ブックフォロー事業の実施

【効果】
各種事業を行うことで、市民の読書意欲増進を図り、読書人口の増加につな
げる。
また、ホームページ、フェイスブック、ツイッターにより、図書館事業の周
知を図る。

【指標】 西都市子ども読書活動推進計画策定
西都市小学生読書感想文コンクール ７５作品

【令和元年度当初予算額】 １，３９７千円

読書推進のために行った企画
（１）図書のテーマごと展示
（２）読書感想文コンクールの開催
（３）貸出文庫（団体貸出）
（４）ブックスタート事業

（6ヶ月検診時に図書館の紹介と布バック・絵本を配布）
ブックフォロー事業
（3歳児検診時に図書館の紹介と絵本を配布）

（５）絵本の読み聞かせ
（６）子ども読書の日イベント並びに毎月のイベント開催
（７）図書館まつり コロナウィルス感染対策で中止
（８）小学生 1日図書館員
（９）夏休みスタンプラリー
（10）年間多読賞表彰
（11）学校図書室持込企画展示
（12）ホームページ、フェイスブック、ツイッター

【実績】 西都市小学生読書感想文コンクール応募作品数 ７３作品

【令和元年度決算額】 １，３１８千円

【指標等の達成状況】
小学生読書感想文コンクールの応募作品数は指標を概ね達成できた。

５

(9)
生涯学習推進事業

【目的】
生涯学習の推進を行う。

【内容】
◎生涯学習フェスティバルの開催
◎市生涯学習さわやか出前講座の開催

【効果】
生涯学習への参加人数の増が図られる。

【指標】
生涯学習フェスティバルの参加者及び来場者数 １，３００人

【令和元年度当初予算額】 １，９９２千円

◎生涯学習フェスティバルの開催
（３月１日～７日に開催予定としていたが、新型コロナウィルス感染症拡
大防止のため中止。参加者数 －人、来場者数 －人）

◎市生涯学習さわやか出前講座の開催
（１３講座 総参加者数４０３人）

【実績】 生涯学習フェスティバルの参加者及び来場者数 －人

【令和元年度決算額】 １，５５０千円

【指標等の達成状況】
生涯学習フェスティバルは新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止
となったが、その他の事業は概ね予定どおりに実施することができた。

４

(10)
青少年研修施設管理運営
事業

【目的】
宿泊体験を通じて、子ども達の自主性、協調性、忍耐力を養う場として青少

スポーツ少年団、中学校、高校及び専門学校のスポーツ部活動による青少年研
修施設「まがたま館」の利用

５
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年研修施設「まがたま館」の管理運営を行う。

【内容】
勤労青少年、児童生徒及び指導者に研修の場を提供する。

【効果】
施設利用を通じて、市内のスポーツ施設利用増や青少年の自主性、協調性、
忍耐力を養い健全育成に寄与する。

【指標】 宿泊者数 ２５０人 利用団体数 １０団体

【令和元年度当初予算額】 ３，１５６千円

【実績】 宿泊者数 ２５３人 利用団体数 ９団体

【令和元年度決算額】 １，９５９千円

【指標等の達成状況】
利用団体の種別に偏重は見られるものの、目標に掲げた指標については、概
ね達成することができた。
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(1)
文化財保存活用事業

【目的】
文化財の監視や委員会等、文化財の保存と活用に関連した事業を行う。

【内容】
○市内に所在する文化財の監視（年２回）や査察（文化財防火デー）、文
化財保存調査委員会（年２回）により貴重な文化財の指定を行う等保
存と活用を図る。

○諸開発に伴う緊急発掘調査を行い、事業の調整に資する。

【効果】
文化財の監視や査察、指定を行うことにより、歴史上価値の高い史跡等
を次の世代に保存・継承していくことができる。また、県や保存会等関
係団体と連携しながら世界文化遺産（西都原古墳）や、ユネスコ無形文
化遺産（銀鏡神楽）の登録を目指して、情報発信や啓発活動を行い、文
化財の活用を図る。

【指標】 指定文化財数 １件（２年で２件）

【令和元年度当初予算額】 ６，１１２千円

○文化財監視
史跡等の監視 ８月、２月
文化財防火デー査察 ２月３日 １回
文化財保存調査委員会 ８月、３月の２回実施

○緊急発掘調査 「周知の埋蔵文化財包蔵地」において土木工事等を実施しよう
する場合における緊急発掘調査（石貫遺跡、石野田遺跡、上野
遺跡、上宮遺跡、上尾筋遺跡、上原遺跡、祇園原遺跡、寺崎遺
跡、堂ヶ島遺跡、童子丸遺跡、中村遺跡、前原遺跡）

【実績】 指定文化財数 ３件

【令和元年度決算額】 ６，３８２千円

【指標等の達成状況】
大般若波羅密多経(麟祥院蔵)、木造薬師如来立像及び黒漆塗り厨子(黒貫寺蔵)
を新たに市指定有形文化財美術工芸品として登録し、指標は達成できた。

５

(2)
日本遺産・南国宮崎の古墳景
観活用協議会運営支援事業

【目的】
西都原古墳群（西都市）、生目古墳群、蓮ヶ池横穴群（宮崎市）、新田原
古墳群（新富町）で構成する南国宮崎の古墳景観が日本遺産に認定され
たことにより、３市町及びその他の関係団体で構成する「日本遺産 南
国宮崎の古墳景観活用協議会」が実施する地域活性化事業の実施及び協
議会の運営を支援する。

【内容】
「日本遺産 南国宮崎の古墳景観活用協議会」の事業運営を支えるため
の貸付金及び負担金。

【効果】
広域連携による観光振興、地域活性化を図ることができる。

【指標】 協議会が実施する地域活性化事業数 ７件

【令和元年度当初予算額】 ２０，６９０千円

日本遺産事業（10 事業）
（１）南国宮崎の古墳景観ガイド養成講座等企画運営事業
（２）南国宮崎の古墳景観活用のためのミュージカル公演
（３）南国宮崎の古墳景観活用のための絵本作成事業
（４）「古墳でこーふん健康体操」制作・PR 事業
（５）合唱曲「古代のハーモニー」制作事業
（６）旅行商品開発に向けたモニターツアー
（７）商品開発に向けた古墳レシピコンテスト
（８）前方後円墳曲げワッパの開発
（９）ロゴマーク使用条件の整理事業
（10）南国宮崎の古墳景観ホームページ運営事業

【実績】 上記 10 事業を実施した。

【令和元年度決算額】 ２０，３６４千円

【指標等の達成状況】
10 事業を実施し達成。

５
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(3)
日向国府跡保存整備事業

【目的】
日向国府跡確認調査により保存管理計画に基づき、発掘調査（確認調査）
を行い、保存整備を進める。

【内容】
日向国府跡指定地内について、遺構の特定及び保存整備データ蓄積のた
めの発掘調査（確認調査）を年次的に行う。本年度は、遺構配置と構造
を明らかにすることを目的に遺構確認調査を実施する。

【効果】
日向国府跡については、西都原古墳群及び周辺整備構想においても日向
国分寺跡・都於郡城跡同様観光の目玉として位置づけられており、日向
国府の保存と活用が図られれば、西都市の活性化に繋がる。

【令和元年度当初予算額】 ５，８８４千円

・総括報告書作成作業
調査期間 平成３１年４月～令和２年３月
調査経費 ４，４８７千円
作業内容 平成２３～３０年度に実施した日向国府跡確認調査により判明

した遺構配置や変遷を明らかにするための整理作業及び出土遺
物の分析を実施した。

【令和元年度決算額】 ４，４８７千円

【指標等の達成状況】
本年度は、報告書発刊を令和２年度に控え、これに向けての整理作業及び報告
書作成作業、更には日向国府跡保存整備検討委員会を年２回開催した。これに
より日向国府跡の変遷過程が明らかになるなど、指標は達成できた。

５

(4)
日向国府跡史跡等買上げ事業

【目的】
平成１７年７月１４日付で国史跡として指定を受け、平成２４年９月１
９日付で追加指定を受けている。しかしながら、この地域は宅地化がさ
れるなど環境が急変しているため、風致保存上および活用面で支障を来
している。そのため、史跡の保存と活用を図ることを目的に、国庫補助
事業（買上げ事業）を導入して継続的に公有化を図り、日向国府跡の保
存と活用を行う。

【内容】
追加指定とされたところについて、平成２８年度より年次的、継続的に
公有化を図る。

【効果】
公有化することにより、日向国府跡の保存が図られ、整備することによ
り、観光の拠点として、西都市の活性化に繋がる。

【指標】 公有化 ４筆 １，１６７．８３㎡

【令和元年度当初予算額】 １０６，４９６千円

○買上げの実施
土地鑑定 令和元年６月～令和元年７月
鑑定委託料 ３７８千円
物件調査 令和元年６月～令和元年８月
物件調査委託料 ２，２６８千円
買上げ面積 １，１６７．８３㎡
買上げ費用（補償費含む）８７，０４２千円
事業費総額 ８９，７００千円

【令和元年度決算額】 ８９，９４３千円

【指標等の達成状況】
目標面積の公有化を完了し、指標は達成できた。

５

(5)
文化財整備運用事業

【目的】
未指定文化財の調査など、文化財の整備運用に関連した事業を実施する。
また、埋蔵文化財管理作業所を運営する。

【内容】

○未指定文化財の市指定に向けた調査
・岩爪俵踊りの奉納に文化財保存調査員による現地調査を実施。

○旧三財中学校の事務室修繕
○埋蔵文化財管理作業所
電気、ガス、水道、コピー・プロッターリース等

５
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○未指定文化財を指定するための専門的な調査を依頼する。
○埋蔵文化財管理作業所の運営を行う。
〇三財中学校（廃校）への考古・民俗・市史編さん資料の移転・収蔵

【効果】
未指定文化財の市指定を行うことにより、保全意識を高め、保存と活用
が図られる。

【令和元年度当初予算額】 ３，６９４千円

【令和元年度決算額】 ３，６５８千円

【指標等の達成状況】
未指定文化財の調査や埋蔵文化財管理作業所の運営。
旧三財中学校の事務室修繕を実施し、概ね達成できた。

(6)
文化財維持管理事業

【目的】
市内に所在する史跡をはじめ、文化財関係施設の維持管理を図る。

【内容】
○国有古墳・日向国分寺跡・日向国府跡・西都原古墳群・都於郡城跡・
新田原古墳群等の史跡、木喰五智館・有楽椿の里・都於郡城跡のトイ
レ等文化財関連施設の維持管理を委託して行う。

○県指定古墳の名称変更に伴う標柱建替業務委託を行う。

【効果】
史跡等の文化財及び関連施設の維持管理を行うことにより、活用が図ら
れる。

【令和元年度当初予算額】 １８，５１２千円

○史跡の管理
国有古墳・日向国分寺跡・日向国府跡・西都原古墳群・都於郡城跡・新田原
古墳群・穂北城跡等史跡 １１件

○文化財関連施設の管理
木喰五智館・有楽椿の里・都於郡城跡等のトイレ等 ５件

○県指定古墳の名称変更に伴う標柱建替の実施

【令和元年度決算額】 １８，４８４千円

【指標等の達成状況】
史跡の管理、文化財関連施設の管理については、機械警備やシルバー人材セン
ター等に委託しており、概ね達成できた。

５

(7)
都於郡城跡法面保存整備事業

【目的】
自然災害等により法面の崩落及び亀裂が生じていることから、平成１３
年度から国庫補助を導入して年次的に保護策を行う。

【内容】
○三ノ丸跡北側法面について、ジオファイバー工法により保護工事を行
う。

【効果】
法面の保護により都於郡城跡の安定が図られ、発掘調査の成果を基に保
存整備が行われることにより、観光面からも、西都市の活性化に繋がる。

【指標】 「三ノ丸跡」工事対象区域（国指定範囲） 面積 ３５７㎡

【令和元年度当初予算額】 ２５，１２４千円

○法面保護工事
工事期間 令和元年６月～令和２年３月

請負金額 １３，７４３千円

【令和元年度決算額】 １３，９９０千円

【指標等の達成状況】
法面保護工事の実施について、年度内に工事が完了し、指標は概ね達成できた。 ５
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(8)
都於郡城跡法面災害復旧事業
(繰越分)

【目的】
平成３０年９月３０日の台風２４号の豪雨により崩落した、本丸北側と
東側法面の災害復旧工事を実施する。

【内容】
○本丸北・東側崩落箇所をジオファイバー工法用いて保護工事を行う。

【効果】
法面の保護工事により都於郡城跡の安定が図られる。

【指標】 「本丸跡」工事対象区域（国指定範囲） 面積 ２５３㎡

【令和元年度当初予算額】 ８，８００千円

○法面保護工事
工事期間 令和元年６月～令和２年３月

請負金額 ８，５８０千円

【令和元年度決算額】 ８，８００千円

【指標等の達成状況】
繰越し事業として実施した工事について、年内に工事が完了し、指標は達成で
きた。

５

(9)
市内遺跡発掘調査事業

【目的】
事業課で予定されている諸開発事業に伴う発掘調査について確実に実
施する。また、市内各地から発掘調査等で出土した貴重な鉄器類の腐食
が著しいことから、保存処理を行い、活用を図る。さらに、市内の遺跡
から出土した遺物の整理作業及び報告書作成補助等を行う。

【内容】
○鉄器類について、専門の業者に委託して防錆・恒久化等の保存処理を
行う。本年度は、寺原古墳から出土した鉄器類の保存処理を実施する。

○遺物の整理を行い、報告書作成の補助的な作業を行う。

【効果】
市内から出土した鉄製品などの保存処理を行い恒久化することで、歴史
民俗資料館に展示する遺物の充実が図れる。また、発掘調査により出土
遺物の整理を行うことで、報告書作成が円滑に進められる。

【令和元年度当初予算額】 ５，８２２千円

○保存処理委託
委託物件 寺原古墳出土 直刀等 ３点
委託期間 平成３１年４月～令和２年３月
委託料 ９９７千円

○整理作業員 １名
平成３１年４月～令和２年３月
市内の遺跡から出土した遺物の整理作業及び報告書作成補助等

【令和元年度決算額】 ２，１５７千円

【指標等の達成状況】
発掘調査に伴う整理作業や出土品の保存処理委託を行い、概ね達成できた。

５

(10)
日向国分寺跡保存整備事業

【目的】
平成２３年９月２１日付で国史跡として指定を受けており、その指定地
は宅地や畑地が多く、大部分が民有地である。その為、周辺地域では宅
地化が急速に進んでおり、指定地への影響も懸念されることから早急に
買い上げを含めた保存整備をする必要がある。そのため、平成２４年度
から国庫補助事業（買上げ事業）を導入して継続的に公有化を図り、日
向国分寺跡の保存と活用を行う。

○買上げの実施
土地鑑定 令和元年６月～７月

鑑定委託料 ５４０千円
物件調査 令和元年６月～８月

物件調査委託料 ２，６５６千円
買上げ面積 １，４０４．１３㎡
買上げ費用（補償費含む）４５，２２５千円
事業費総額 ４８，４４０千円

５
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【内容】
○国指定地を平成２４年度から年次的継続的に公有化を図る。

【効果】
公有化することにより、日向国分寺跡の保存が図られ、整備することに
より、観光面からも、西都市の活性化に繋がる。

【指標】 公有化 ３筆 １，４０４．１３㎡

【令和元年度当初予算額】 ５５，３４７千円

【令和元年度決算額】 ４８，６８１千円

【指標等の達成状況】
目標面積の公有化を完了し、指標は達成できた。

(11)
伊東満所（マンショ）顕彰事
業

【目的】
郷土の偉人、伊東満所（マンショ）の顕彰事業を行い、伊東満所（マン
ショ）の功績を称えていく。

【内容】
郷土の偉人、伊東満所（マンショ）に対する理解と認識を深めるため、
マンショ関係講座のほか、マンショゆかりの地を巡るツアーなどを実施
する。

【効果】
事業を通じて、郷土の偉人「伊東満所（マンショ）」の歴史的価値を再認
識することができる。また、伊東満所（マンショ）の生まれた都於郡城
（国史跡）と併せて、地域の活性化が見込める。

【令和元年度当初予算額】 ２９６千円

郷土の偉人、伊東満所（マンショ）を顕彰するためのイベント等を実施した。
○イベントの実施
・ナウマン象発掘体験（参加者６名）
○令和遣欧少年使節報告会

【令和元年度決算額】 １４１千円

【指標等の達成状況】
伊東満所（マンショ）を顕彰するためのイベント等の実施について、ナウマン
象発掘体験や令和遣欧少年使節報告会を開催することはできたが、伊東満所
（マンショ）ゆかりの地を巡るツアーがコロナウイルスの関係で実施できなか
った。

４

(12)
都於郡城跡ガイダンスセンタ
ー建設事業

【目的】
都於郡城跡の発掘調査も進み国指定の史跡となり、中世の日向伊東４８
城の牙城であった都於郡城の全貌が見えてきた。発掘調査までで終わる
のではなく、この発掘調査の結果等を地域観光資源として活用するため、
本事業を実施する。

【内容】
中世の日向伊東４８城の牙城であった都於郡城の案内説明及び、伊東満
所（マンショ）関係資料の展示、物産販売等を兼ね備えた、ガイダンス
センター建設事業の推進

【効果】
本事業により、伊東満所の生まれた都於郡城跡（国史跡）のガイダンス
を行い、併せて、郷土の偉人「伊東満所（マンショ）」の歴史的価値を再
認識することができる。さらに、中世伊東４８城の牙城（都於郡城）と

【都於郡城跡ガイダンスセンター建設事業】
都於郡城跡ガイダンスセンター建設検討委員会を７・10・２月の３回開催し、
建設パターンの比較、アグリ館を活用した整備の提案、今後のスケジュールと
整備に向けた体制づくりについて検討を行った。また、８月には「協働の地域
づくり懇談会」で建設計画及び運営方針について説明を行った。

【令和元年度決算額】 １１８千円

【指標等の達成状況】
都於郡城跡ガイダンスセンター建設については、今後は(仮称)西都市歴史民俗
資料館都於郡館として、神楽酒造アグリ館の一部を借り受け、施設整備及び整
備に向けた体制づくりを行っていく提案を行い、了承を得た。

４
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天正遣欧少年使節の首席伊東満所（マンショ）のブランドにより地域の
活性化が見込める。

【令和元年度当初予算額】 ３２２千円

(13)
文化振興事業

【目的】
市民の芸術文化振興を図るため、西都市総合文化祭等の西都市主催事業
の開催及び市内の芸術文化団体を支援する。

【内容】
西都市総合文化祭として美術展と芸能大会を開催し、美術品の出品者や
市内で活動する芸能団体の活動意欲の向上を図る。また、市内で活動す
る芸術文化団体の活動を支援するため、事業費補助を行い文化振興を進
めていく。

【効果】
市民の文化意識が向上することにより、心が安定し生活意欲が向上する。
また、市民に発表と鑑賞の機会を提供することにより、参加した人には
更なる創造意欲の向上を、鑑賞した人には身近な地元の作品や芸能に触
れることにより芸術文化活動への参加を促す。

【指標】 総合文化祭来館者数 １,３００人

【令和元年度当初予算額】 １，５７０千円

西都市自主文化事業
・西都市合唱祭 （３月７日）※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中
止
西都市総合文化祭
・美術展 出展総数 １０４点（１０月１９日～２７日）
・芸能大会 （１１月３日）
芸術文化団体支援
西都市文化連盟、西都市美術協会

【実績】 総合文化祭来館者数 １，１４０人

【令和元年度決算額】 １，９０８千円

【指標等の達成状況】
総合文化祭の開催にあたり、市のホームページやフェイスブック等を活用して
情報発信を行ったが、来館者数については目標に達することができなかった。
それ以外の事務については、予定どおり実施することができた。

４

(14)
歴史民俗資料館管理運営事業

【目的】
文化遺産に対する市民の意識向上と理解を深めるために歴史民俗資料の
保存と展示の内容充実を図る。

【内容】
○歴史民俗資料館の管理運営
○企画展の開催

【効果】
企画展を開催することにより、文化遺産に対する市民の意識向上と理解
が更に深められる。

【指標】 入館者数 １，５００名

【令和元年度当初予算額】 ５，０８２千円

○歴史民俗資料館の管理運営
収蔵庫ガス燻蒸・エレベーター保守点検・警備委託等

○企画展①「宮崎県の古墳文化」
展示内容
日本遺産に認定された西都原古墳群・生目古墳群・新田原古墳群・蓮ヶ池横
穴群を中心に、宮崎平野部に展開した古墳と古墳文化の特徴を分かりやすく
解説するパネルを展示。各古墳群の空撮や調査時の写真、出土遺物の写真、
図面等を多く使用し、近年の研究成果や調査成果を盛り込んだ資料展示。
期 間 令和元年７月３０日（火）～令和元年９月１日（日）
入館者数 ２２８名
○企画展②「九州・沖縄地区の日本遺産」
展示内容
平成 30 年５月、西都原古墳群・生目古墳群・新田原古墳群の宮崎県を代表
する３つの古墳群を取り巻くストーリーや景観が「南国宮崎の古墳景観」と
して日本遺産に認定された。現在までに九州では 13 の日本遺産が認定され
ており、今回、これら日本遺産のストーリーや文化的価値をわかりやすく解
説。

５
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価
期 間 令和２年２月４日（火）～令和２年３月８日（日）
入館者数 １０８名

【実績】入館者数 １，５３６人 大人 ４９３人 小人 １，０４３人

【令和元年度決算額】 ５，２６８千円

【指標等の達成状況】
ガス燻蒸や、夜間や休日の機械警備を行い、歴史民俗資料の保存を的確に行っ
た。また、企画展を年２回実施し入館者増を図ったが、コロナウイルス等の影
響もあり、大幅な入館者増には繋がらなかった。年間入館者数は概ね指標を達
成できた。

(15)
市史編さん事業

【目的】
西都市の市史を編さんすることにより、郷土の歴史を記録し、市民に広
く理解してもらうとともに、魅力ある郷土の文化を後世に伝える。

【内容】
西都市史発刊の情報発信に努め、西都市関係資料の調査・収集・保存を
継続して行う。
○西都市関係資料の調査・収集・保存
○資料保管室の環境整備

【効果】
市史の発刊は、地域の歴史的経過を記録し、市民に広く理解してもらう
とともに、魅力ある郷土の文化を後世に伝える役割を果たす。また、市
関係の歴史資料を調査・収集・保存し、市の文化活動に活用できるよう
に整備する。

【指標】 市史販売 ５セット

【令和元年度当初予算額】 ３，００１千円

○西都市関係資料の調査・収集・保存
・西都市関係新聞記事調査、収集した資料の分類・整理・保存
○資料保管室の環境整備
・害虫駆除のための燻蒸を実施（年１回）

【実績】 通史編６部 資料編６部 年表編５部を販売した。

【令和元年度決算額】 ２，９６８千円

【指標等の達成状況】
西都市史の販売については年々売上が減少しており、販売が難しくなってきて
いるが、指標は概ね達成できた。

５

(16)
市民会館管理事業

【目的】
市民会館から市民に向けた芸術文化の情報発信や施設整備など、市民会
館の管理運営を行う。

【内容】
平成２８年度から新たな指定管理者による管理運営となったが、市民の
文化、教養及び福祉の増進を図るため、引き続き会館としての役割を継
続する。ホール及び会議室等の貸し出し、文化事業の運営のためには、
各種保守点検を定期的に行い、利用者の利便性・安全性を確保しておく

西都市民会館文化事業（15 事業）
（１）米国空軍太平洋音楽隊－アジア

Pacific Showcase in Saito（555 名） 4 月 28 日(日)
（２）森山直太朗コンサートツアー

2018～19 人間の森（1,000 名） 5 月 19 日(日)
（３）坂本サトル アコースティックロビーコンサート(51 名） 6 月 22 日(土)
（４）第 20 回オカリナ太鼓コンサート（954 名） 9 月 7日(土)
（５）第 25 回宮崎・音のスケッチブック

コンサート（130 名） 10 月 13 日(日)

４
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小 項 目 （事業名） 目 的 ・ 内 容 点 検 ・ 評 価
必要がある。

【効果】
市民の文化芸術鑑賞や舞台発表など、文化交流の場としての環境確保が
図られる。

【指標】 市民会館利用者数 ３９，０００人

【令和元年度当初予算額】 １００，１３６千円

（６）コノハナサクヤ姫の花ものがたり
このはな咲くよコンテスト（17 名） 10 月 13 日(日)

（７）宮川彬良×米良美一
ふたりの歌謡ショウ（435 名） 10 月 17 日(木)

（８）さいと子どもフェスティバル 2019（230 名） 11 月 3日(祝)
（９）市民提案型ロビーコンサート

「カルマ・ル・ソイヤ」（86 名） 12 月 7日(土)
（10）夏川りみコンサート（650 名） 12 月 14 日(土)
（11）太鼓 Energy2019（583 名） 12 月 22 日(日)
（12）はじめてのクラシック♪in 西都（23 名） 2月 29 日(土)
（13）市民提案型ロビーコンサート

「長友晴久ロビーコンサート」（－名） 3月 21 日(土)
※新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止

（14）元気と夢をみんなに届けようプロジェクト（受付中） 令和 2年 3 月～
（15）市民大学講座（172 名） 通年

【実績】 市民会館利用者数 ２９，６０８人

【令和元年度決算額】 ９８，５４８千円

【指標等の達成状況】
指標としている市民会館利用者数の達成度は、昨年度の市制施行 60 周年記念
事業効果による約９１％から一転し、新型コロナウィルス感染症拡大によるキ
ャンセルが相次いだことから、約７６％にまで低迷した。
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総 合 評 価

「教育委員会の活動」については、自己研鑽による資質の向上を図るとともに、学校等教育施設の訪問及び各種研修への参加などにより、定

例委員会における活発な協議を実現することができました。

また、教育委員会と学校との更なる情報共有を図るため、教育長のみが参加していた学校経営ビジョン説明会に、教育委員会委員も参加する

こととしました。

「教育委員会が管理・執行する事務」については、「平成３１年度教育基本方針並びに教育施策」を策定し、総合的な教育施策を定めました。

また、「西都市部活動指導員設置要綱」、「西都市地域学校協働活動運営委員会設置要綱」の制定をはじめ、「西都市奨学資金貸付条例施行

規則」など５つの規則の一部改正、「西都市立小中学校市費負担臨時教員設置規則」「西都市社会教育指導員に関する規則」「西都市立小中学

校非常勤職員設置要綱」「都於郡城跡ガイダンスセンター建設検討委員会設置要綱」の廃止を行い例規等の整備に努めました。

「教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務」については、常に事業の効果について検討し、事務の改善を図ってまいりました。

主な事業を中項目別で見てみますと、「学校教育の充実」については、３５人以上の学級及び複式学級の解消を図ることを目的に、市費負担

教員を配置いたしました。

学校再編に関しては、市立中学校の適正規模について「市立中学校の適正規模についてのアンケート調査」を実施し、西都市学校再編調査検

討委員会において調査・研究を行った結果、「西都市立中学校において、１学年１学級の学校規模は、適正規模ではない。」「上記の学校規模

を解消するため、中学校の再編が必要である。」との報告がなされ、令和２年２月２６日の定例教育委員会において「西都市中学校再編基本方

針」を策定し、市立中学校の再編推進を決定いたしました。

また、施設管理において、学校施設の整備及び点検を計画的に行うため、西都市学校施設等長寿命化計画を策定いたしました。併せて、防衛

省補助により年次的実施に取り組んでいる空調設備機能復旧工事を三納小中学校で実施いたしました。

更には、遊休施設の活用を図るため、妻南地区の教職員住宅を農政課に移管するとともに、銀鏡地区の教職員住宅を地域の活性化に使用する

ことを条件に無償譲渡いたしました。

「生涯学習の推進」については、地域学校協働活動に関し、地域づくり協議会を母体とした地域学校協働本部の設置を目指し、三財地区(校

区)をモデルとした事業を推進しましたが、一定の成果を上げた一方、課題も見えてきました。

「市民文化の継承と創造」については、施設の規模や構造の見直しを行い、社会教育施設としての整備を再検討していくこととなった都於郡

城跡ガイダンスセンター建設において、今後は(仮称)西都市歴史民俗資料館都於郡館として、神楽酒造アグリ館の一部を借り受け、施設整備及

び整備に向けた体制づくりを行っていく提案を行い、了承を得ました。

令和２年度は「第４次西都市総合計画」及び「西都市教育大綱」の計画期間の最終年度となることから、再度、各事業の意義や取組内容、課

題等を検証し、新たな総合計画、教育大綱の策定に反映させ、効果的な事業推進に努めてまいります。



- 30 -

- 30 -

点検・評価委員の意見

令和元年度の教育委員会の権限に属する事務の執行に関する点検・評価につきましては、第４次西都市総合計画及び教育基本方針並びに教育

施策に基づく目標に向けて、概ね予定どおり実施できており、達成状況は良好であると判断します。

大項目ごとの意見については、以下のとおりです。

「教育委員会の活動」については、毎月の会議や研修会へ積極的な参加がなされ、会議録など適切な情報公開も図られています。また、総合

教育会議などにおいて、市長と事業推進に関する議論を行うなど、活発な活動が展開されています。

また、今まで教育長のみが参加していた「学校経営ビジョン説明会」に教育委員が参加し、学校との情報共有を更に深めるため学校長と直接

意見交換等を行うなど新たな取組もなされています。

「教育委員会が管理・執行する事務」については、教育基本方針並びに教育施策の見直しなど、変化に対応した事務手続きが確実に執行され

ています。

「教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務」については、多くの事務事業を実施されているなか、概ね年度当初の目的を達成されて

いると認められます。

なお、個々の事務事業に関し、次のような意見があったところです。

● 中学校再編について、できるだけ早く具体的なスケジュール等を示し、十分な協議・検討が行われるよう取り組んでいただきたい。

● 指定子ども会公開の在り方や、子ども育成連絡協議会の取組について、少子化等による時代の変化に対応しながら、活動の充実に努めて

いただきたい。

● 史跡等の案内・標識等の設置について、内容が分かりやすく人目に触れやすいものが設置されるよう関係各位と連携を図っていただきた

い。

教育分野は指標による数値化だけでは見えない成果や課題があると思われることから、数値では見えない取組など評価できる内容も点検・評

価に取り入れることで、より充実した報告になると考えます。

令和２年度は、「西都市総合計画」及び「西都市教育大綱」の策定も控えていることから、今後も、点検・評価の方法・内容の見直しも含めた

改善等に取り組んでいただき、更に分かりやすい点検・評価等の報告に努めていただくとともに、教育行政が更に充実・発展することを期待し

ます。


